
赤磐市公告第１９号 

 

赤磐市役所本庁舎等整備事業関連施設の改修工事に伴う情報機器整備事業者選定プロポー

ザルの実施について、次のとおり公告する。 

 

令和４年１月２６日 

 

赤磐市長 友實 武則 

 

１．業務名称、業務内容及び履行期間 

（１）業務名称    

赤磐市役所本庁舎等整備事業関連施設の改修工事に伴う情報機器整備業務 

（２）業務内容    

本業務内容は、次のとおりとし、詳細な内容は、「赤磐市役所本庁舎等整備事業関連施設の

改修工事に伴う情報機器整備業務仕様書」により別に定めるものとする。 

①システム群の整備 

②光回線の引き込み 

③フロア LAN配線の整備 

④整備に必要なネットワーク機器の調達及び機器保守 

⑤システム及びネットワークの整備に伴うプロジェクトマネジメント 

（３）履行期間 

  契約の締結日から令和４年１０月３１日まで 

（４）業務委託料の上限額 

  業務委託料の上限額は 150,000,000 円以下（消費税及び地方消費税を含む）とする。 

  なお、本業務に係る提案価格は、委託料上限額を超えてはならない。 

  また、各年度における支払上限額は以下のとおりとする。 

  ①令和３年度   支払いなし 

  ②令和４年度   業務委託料の 10/10 に相当する額 

 

２．参加資格 

 参加資格者は、単体企業で次に掲げる条件を全て満たすものとする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の 4に規定する者に該当しないこと。 

（２）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続き開始の申し立てがなされている 

者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされて 

いる者でないこと。ただし、更生手続き開始の決定又は再生手続き開始の決定を受けている者 

を除く。 



（３）赤磐市暴力団排除条例（平成 23年 12 月 22 日条例第 18 号）第 2条に規定する暴力団又 

は暴力団員関係者でないこと。 

（４）本手続きへの参加の希望を表明する書類（以下、「参加表明書」という。）の提出期限の日か 

ら契約締結の日までの間に、赤磐市建設工事等入札参加資格者に係る指名停止等要綱（平 

成 17 年赤磐市訓令第 40号）及び赤磐市建設工事等暴力団排除対策措置要綱（平成 18 年 

赤磐市告示第 114 号）に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

（５）国税、県税、市区町村税を滞納していないこと。 

（６）本業務内で取り扱う利用情報等の個人保護及びデータ管理の観点から、以下のいずれかの 

認証を取得し、会社としてのリスクマネジメント体制を構築していること。 

  ①情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＯ/ＩＥＣ27001 または JIS Ｑ27001） 

  ②プライバシーマーク（ＪＩＳ Ｑ15001） 

（７）過去１５年間で、国、地方公共団体等において、１件５千万円以上の情報ネットワークシステ

ムの構築、更新等の整備に係る業務契約実績があること。 

（８）仕様書の要件に対応できること。 

 

３．プロポーザル審査の評価基準 

（１）参加表明書 

  ア 資格要件 

  イ 事業所業務実績 

  ウ 配置予定技術者資格・業務実績 

  エ 情報保護対策 

（２）技術提案書 

  ア 業務実施体制 

  イ 業務実施手順 

  ウ 業務実施に係る留意事項 

  エ 提案価格 

 

４．全体スケジュール 

内 容 日 程 

①ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ実施説明書等の交付 令和４年１月２６日（水）～令和４年２月２日（水） 

②質問書受付 令和４年１月２６日（水）～令和４年１月３１日（月） 

③質問書に対する回答 令和４年２月１日（火）までに回答 

④参加表明書等の提出期限 令和４年２月２日（水）午後５時必着 

⑤資格審査結果の通知 令和４年２月３日（木） 

⑥技術提案書の受付 令和４年２月３日（木）～令和４年２月１８日（金） 

⑦プレゼン・ヒアリング審査 令和４年２月２２日（火）予定 



⑧選定結果の通知 令和４年２月２５日（金）予定 

⑨契約の締結 令和４年２月下旬 

 

５．応募の手続き 

（１）説明書等の配布方法 

応募者は市のホームページからもダウンロードできます。 

http://www.city.akaiwa.lg.jp/ 

（２）参加表明書等の提出期限、提出先及び提出方法 

ア 提出期限  令和４年２月２日（水）午後 5時必着 

イ 提 出 先  赤磐市役所財務部管財課（市役所本庁舎２階） 

ウ 提出方法  持参又は郵送（書留郵便又は配達証明に限る。） 

 

（３）技術提案書の提出期限、提出先及び提出方法 

ア 提出期限  令和４年２月１８日（金）午後 5時必着 

イ 提 出 先  赤磐市役所財務部管財課（市役所本庁舎２階） 

ウ 提出方法  持参すること。 

 

６．担当部署（事務局）    

赤磐市役所財務部管財課 

    〒709-0898 岡山県赤磐市下市３４４ 

    TEL（086）955-1539（内線 358）  ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ kanzai@city.akaiwa.lg.jp 

 

 

http://www.city.akaiwa.lg.jp/
mailto:kanzai@city.akaiwa.lg.jp

